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 ⾧野県の地銀である八十二銀行が100%出資し、脱炭素化
の促進による持続可能な社会の構築を目指して地域の事業
者や自治体にオンサイトPPA事業を提供しています。

事業スキーム

（域内）上伊那クリーンセンター、
伊那市公共施設太陽光発電 電力・環境

価値調達
（域外）中部電力、丸紅新電力等
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*今後拡大予定

 地元のケーブルテレビ事業
者である伊那ケーブルテレ
ビジョンが2025年に丸紅
から事業継承しました。

プロポーザル方式
で事業者選定

連携協定災害時V2X
運用協定

 箕輪町は令和4年に採択された『地域脱炭素移行・再エネ推進事業計画（重点対策加速化事業）』を通じて自家消費型の太陽
光発電（一部はPPA事業）を公共施設へ導入しています。

 設備導入に必要なリソース（ヒト、モノ、カネ）は極力地元調達することを大方針として、自治体主導で進めています。
 発電余剰電力を地域新電力に売電し、公共施設や町内事業所で消費しています。
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V2Xを備えた太陽光活用型災害レジリエンスの強化 2

 太陽光電力の経路切替操作によりV2Xシステムに太陽光電力が
供給され持続的な防災電源の確保が可能である。

 この運用は町とPPA事業者である八十二Link Nagano株式会社
が締結した「災害時におけるV2X運用協定」に基づく。

 V2Xシステムに接続されているEV（最大10台）や大型蓄電池
（約150kWh）から役場庁舎（災害対策本部、諸室）に非常
電源を供給する（自動切換え、最大50kW）

 V2Xで充電されたEVを “走る非常電源” として町内避難所に派
遣する計画である。



庁舎周辺事業（みのわサスティナブルエネルギーＰＧ） 3
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 庁舎周辺整備事業（事業呼称:みのわサスティナブルエネルギーＰ
Ｇ）は、太陽光（440kW、PPA）発電量をオンサイトで漏れなく利
用するため、自営線（公共施設5施設を接続）、V2Xシステム、
EMSを活用している。

 発電設備はPPA事業による（契約期間20年間）。



気候変動問題を地域と一緒に考え、行動変容を促す取り組み 4

 地球温暖化がもたらす気候変動について、無作為抽出された町民
（2,000名）のうち参加意思表明した30名の町民と信州大学のサ
ポーター10名が気候変動について学び、対話を重ねてアクションプランを
発表した（全3回）。（共催）信州大学グリーン社会協創機構

 町政発足70周年記念事業として今年7月に「地球・環境・未来
フェス in みのわ」を開催し、延べ3,000名の地域住民が参加した。

 地域住民が気候変動問題について考え、ゼロカーボンに取り組む必
要性やメリット、持続可能なまちづくりの理解を広げ、町民・事業
者・行政が一体となって行動変容を共有する機会となった。

気候町民会議 in みのわ 地球・環境・未来フェス in みのわ

（左）町や地元企業の常設展示、著名人によ
る講演会、親子向け企画、ソーラーカーポートの
施設見学会等が行われました。

（右）「SDGsの取組発表」
7/5、7/13に開催され、町内小学
校５校の代表者が行動変容のきっ
かけとなる自分たちの取組を発表し
ました。

第1回（2025年5月31日）

（箕輪町⾧）開会挨拶

気候町民会議inみのわで目指すこと（町ゼロカーボン推進室）
気候町民会議の進め方（信州大学グリーン社会協創機構）趣旨説明

参加者同士の自己紹介グループタイム①

気候変動の現状について（信州大学グリーン社会協創機構）情報提供①

気候変動に関する疑問の共有グループタイム②

みのわサスティナブルエネルギーPG（町ゼロカーボン推進室）現地視察

箕輪町のゼロカーボン推進（町ゼロカーボン推進室）情報提供②

県および箕輪町の取組について（⾧野県環境部ゼロカーボン推進課）情報提供③

町・県の政策が自分にとってどのような意味を持つかグループタイム③

第2回（2025年6月14日）
箕輪町における気候変動（⾧野県環境保全研究所）情報提供①

伊那谷における産業界の取組と地域連携（ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ研究会）情報提供②

学びや疑問を共有グループタイム①

箕輪町らしい気候変動対策とは（信州大学グリーン社会協創機構）情報提供③

産業界と住民の協働についてグループタイム②

第3回（2025年6月28日）
市民によるまちづくりの可能性（NPO法人上田市民エネルギー）情報提供①

箕輪町独自の推進体制についてグループタイム

箕輪町独自の推進体制について全体ディスカッション

一人ひとりの「ゼロカーボンアクション」発表



これまでの取り組み、これからのこと 5

重点対策加速化事業を通じて公共施設への再エネ導入を進めることで地
域脱炭素意識の醸成と民間（住宅、事業所）への波及を期待する事業
モデルを示した。
（実施済みの事業のうち太陽光発電システムの内訳）
• R6年度:役場周辺（440kW）、中学校・温泉施設（100kW）
• R7年度:学校他（100kW）
• R8年度:学校、保育園他（100kW）*現在基本計画中

2020年代前半
 ゼロカーボンシティ宣言
 2030-60％ ゼロカーボンみの

わ加速化事業計画

2020年代中ごろ
 自家消費型太陽光発設備電導入
 公共施設の省エネ
 公用車のEV化

2020年代後半
 地域内エネルギー利用の促進
 サスティナブルな地域環境づくり
 地域課題の解決×再エネ

2030年
 地球温暖化対策実行計画
CO2排出量の中間目標達成

種 種まき 木 果物

これまでの取り組み 2050ゼロカーボン実現にむけたこれからのこと

町地球温暖化対策庁内委員会

庁内プロジェクトチーム

町⾧

町内ゼロカーボン推進・ソーラーシェアリングPT1

グリーン購入・公用車・エネルギー最適化PT2

公共施設ZEB化検討（⾧寿命化）PT3

持続可能社会へ自ら考え行動できる人材育成PT4

R7施工 施設整備事業PT5

R8施工 施設整備事業PT6

各推進委員会
（行政・教育・保育）

実施体制

地域新電力

金融機関

町内事業者・商工会

大学・有識者

協働・共創

農業法人・農業委員会

域外ネットワーク

町のCO2削減・ゼロカーボン目標達成に向け、公共施設や住宅、事業
所への太陽光発電導入を推進する。また、産業界・農業界・金融界・大
学など多様なステークホルダーと連携し、地産エネルギーの創出や電力自
給率向上、地域内経済循環の仕組みを構築し、持続可能な田園工業
の町として、地域産業や農業経営基盤の強化を図る。
（今後の打ち手）
• ソーラーシェアリング（産学官との連携事業・⾧野県モデル事業）
• 既存施設ZEB化の実現可能性調査（環境省補助事業）


